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要約 原子力発電プラントの溶接部やその近傍では，応力腐食割れが発生する可能性がある．発

生したき裂に対しては，日本機会学会の維持規格に基づいて，き裂の進展予測と破壊評価が行わ

れる．破壊評価のためには，材料の降伏点や引張強さが必要になるが，一般的に溶接部やその近

傍の材料強度分布は均一でない．溶接部における正確なき裂進展予測や破壊評価のためには，不

均一な材料強度特性を把握しておくことが重要となる．本研究では，デジタル画像相関法（DIC）

を用いて溶接部とその周辺の不均一な材料強度分布を調べることを試みた．配管の突合せ溶接部

から試験片を採取し，引張試験中の試験片表面の変位を DIC により測定した．その結果，溶接部

やその周辺における応力−ひずみ曲線を取得することができ，不均一な 0.2%耐力の分布を求め

ることができた．また，DIC を用いることで，引張試験中の荷重軸方向の不均一な断面積の変化

を推定し，局所的な応力（真応力）を推定することができた．
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Abstract It is possible for stress corrosion cracking to occur in weld joints and their

neighborhood of nuclear power plants. Crack growth prediction and fracture assessment based on

fitness-for-service is applied to initiated cracks. Yield point and tensile strength of material is

used for fracture assessment. However, the material strength distribution of a welded part is

usually not uniform. Therefore, to assess structural integrity correctly, it is important to

understand the inhomogeneous strength distribution. In this study, identification of an

inhomogeneous material strength distribution of a welded part was tried using a digital image

correlation technique (DIC) . A specimen was taken from a butt welded joint and the

displacement of the specimen surface during a tensile test was measured using the DIC. It was

shown that the nominal stress-local strain curves on a specimen surface and 0.2% proof strength

distribution around the weld part could be corrected by the DIC. Furthermore, change in the

cross-section during the tensile test was estimated by the DIC, and the local stress (true stress)

at an arbitrary cross-section of the specimen could be identified.

Keywords Digital image correlation, Weld joint, Inhomogeneous strength, 0.2% proof strength,

Stress-strain curve, Small specimen

1. 緒 言

原子力発電プラントの溶接部やその近傍では溶接施

工時に生じる残留応力などの影響により，応力腐食割

れが発生する可能性がある(1)．国内の原子力発電プ

ラントでは，応力腐食割れによるき裂が発生しても，

日本機械学会発電用原子力設備規格維持規格(2)によ

れば，き裂が無害と判断されれば，補修することなく

運転を継続することができる．維持規格の評価はき裂

の進展予測と，予測されたき裂サイズに基づく破壊評

価により行われる．その際には，降伏応力や引張強さ

などの材料強度が必要となる．とくに，降伏応力は材

料の変形に対する強度のみでなく，応力腐食割れのき

裂進展速度にも影響することが知られている(3)．し
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かし，一般的に溶接部およびその近傍の材料強度の分

布は均一でない．溶接部における正確なき裂進展予測

や破壊強度評価のためには，不均一な強度特性を把握

しておくことが重要となる．

溶接部の材料強度分布を調べる方法として，以下が

考えられる．まず，溶接部から微小な試験片を切り出

し，引張試験により各部の材料強度を調べる方法があ

る．この方法では，本質的には通常の引張試験と変わ

らないことから，試験部位の材料強度を直接的に知る

ことができる(4)〜(6)．また，スモールパンチ試験と有

限要素法を用いて材料強度を推定する方法も提案され

ている(7)．しかし，試験片サイズの制約により，同

定できる強度分布の空間分解能には限界がある．間接

的に材料強度を推定する方法として，硬さ試験があ

る．これまでも硬さと材料強度に相関があることが報

告されている(8)．また，単純な硬さのみでなく，押

し込み試験による荷重と変位の関係から応力とひずみ

の関係を含めた材料強度を推定する手法もある(9)．

さらに，溶接部を含む試験片表面の引張試験中の不均

一な変形を同定して，荷重とひずみの関係から材料強

度を調べる方法がある．具体的には，レーザスペック

ル干渉法(10)やモアレ干渉法(11)などがある．これらの

方法では，微小な変位が測定可能なことから，不均一

なひずみを高い空間分解能で測定することができる．

しかし，いずれの方法も破壊評価に必要な引張負荷時

の大きな塑性ひずみを測定することは難しい．一方，

デジタル画像相関法(12)(13)（以下，DIC とよぶ）は比

較的大きなひずみを測定することができる．この方法

では，変形によって生じる試験片表面の模様の変化か

ら変位を測定するため，変形が大きくなるほどひずみ

の測定精度が向上する．

本研究では，DIC を用いて溶接部とその周辺の不

均一な材料強度分布を求めることを試みた．316ステ

ンレス鋼配管の突合せ溶接部から採取した試験片を用

いて引張試験を行い，DIC により荷重とひずみの関

係を取得した．そして，各部位での応力−ひずみ曲線

を取得し，材料強度の分布を求めた．得られた結果

は，微小試験片による引張試験や硬さ試験の結果と比

較した．また，DIC により不均一材の各断面におけ

る局所的な応力を推定することも試みた．
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Fig. 1 Whole view of butt welded pipe used for the
tests.
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Fig. 3 Geometry of specimens for tensile test.
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Fig. 2 Location and direction of tensile specimen.
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2. 試験方法

2.1 試験手順

供試材には，オーステナイト系ステンレス鋼

SUS316TP 配管の突合せ溶接継手を用いた．供試材

の概観図と試験片の切り出し位置を Fig.1 に示す．

配管の寸法は，外径 165.2 mm，板厚 18.2 mm（6B

管 Sch160規格品）で，全長は 400 mmとした．開先

加工を施した後，初層溶接はガスタングステンアーク

溶接，2層目以降は被覆アーク溶接で合計 7層の突合

せ溶接を実施した．溶接電流は 105− 150 A，溶接電

圧は 10− 27 Vとした．

試験片は，Fig.2 に示すように，引張方向と溶接継

手の長手方向が一致するように切り出した．これを

Fig.3(a)に示すゲージ長さ 60 mm，断面 14 mm× 7

mmの平板試験片に加工し，Fig.4 (a)に示すように

溶接部が明確になるように試験片表面を王水でエッチ

ングした．その後，Fig.4 (b)のように，DICで変形

を判別するための模様を観察面に付けた．試験片に

は，室温大気中で毎分 1mmのクロスヘッド移動速度

で引張負荷を加え，試験中の標点間の伸びはビデオ伸

び計で測定した．

2.2 画像相関法によるひずみ測定

撮影したデジタル画像から市販のソフトウェア

（Vic-3D）を用いて変位を測定し，ひずみを同定し

た．具体的には，Fig.5で示す参照画像中における任

意の領域（Subset）の輝度値分布と最も良い相関が

ある領域を変形後の画像から探索し，変位と方向を同

定する．この操作を画像全体に行うことで 2次元平面

上の変位分布を得ることができる．ひずみは，得られ

た変位を空間微分することにより算出される．つま

り，DIC で算出されるひずみは，評点間距離の小さ

い局所的なひずみと考えることができる．

本研究では，2台の CCDカメラを用いて，試験片

表面の変形を同時撮影することにより，視差を利用し

た 3次元の変位測定を行った(14)．CCDカメラの解像

度は 2448× 2048 ピクセルであり，撮影した画像では

1ピクセル当たり 32.5 μm であった．引張試験中の試

験片の変形は 1秒毎に記録した．

2.3 微小試験片を用いた材料強度測定

DIC 測定により同定される材料強度と比較するた

めに，微小試験片を用いた引張試験を実施した．微小

試験片は，Fig.1 に示すように，平行部に供試材の溶

接部を含むものと溶接部から最も離れた母材部から各

2 本切り出した．試験片形状を Fig. 3(b)に示す．平

行部の径はφ 4 mmとした．微小試験片には，毎分 1

mmのクロスヘッド移動速度で引張負荷を加え，試験

中の標点間の伸びはビデオ伸び計で測定した．

溶接部およびその近傍の硬さを測定するために，

Fig. 1 に示す位置から溶接部を含む試験片を切り出

した．測定面は #320，#800，#1200 のエメリーペー

パーで研磨した後，粒径 9 μm，3 μmのダイヤモンド

研磨剤を用いて各 10 分間の研磨を行い，鏡面に仕上

げた．硬さ測定はビッカース硬さ試験機を使用した．

押込み荷重は 4.9 N，荷重保持時間は 10秒とした．
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Fig. 4 Surface image of tensile specimen.

 

 
 

(a) Cross-sectional view of welded joint (etched by aqua 
regia) 

 

 
(b) Printed pattern for digital image correlation technique 

Fig. 5 Measuring method of displacement for digital
image correlation.
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圧痕の対角線の長さは約 70 μm であり，硬さの測定

値が他の圧痕の影響を受けないように，圧痕サイズの

5倍程度の間隔をあけて測定を行った．

3. 試 験 結 果

3.1 試験結果

平板試験片の公称応力−ひずみ関係を Fig. 6 に示

す．ひずみはビデオ伸び計による測定値から求めた．

引張試験中に平板試験片に負荷された最大応力は 584

MPa であった．

試験片破断後の観察面および右側面，左側面の写真

を Fig. 7に示す．溶接部は不均一に変形しており，

試験片は溶接部から離れた母材部分で破断した．

3.2 DIC によるひずみ分布測定結果

DIC による測定の一例として，応力が 400 MPaの

ときの Y方向の変位分布を Fig. 8に示す．Fig. 2 の

定義にならい，平板試験片の板厚方向を X，溶接部

を中心とした長手方向の座標を Yで表す．図中の破

線は溶接線の位置を示し，溶接線の内側を溶接部，外

側を母材部と呼ぶことにする．DIC により測定され

た変位は滑らかに分布していた．そして，溶接部およ

びその周辺では，X 軸に平行な直線上の変位が不均

一になった．この変位を Y方向について空間微分し
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Fig. 7 Photographs of plate specimen after tensile test.
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Fig. 6 Stress-strain curve of tensile specimen.

Fig. 8 Axial displacement field obtained by digital
image correlation at 400 MPa tensile stress.
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て求めたひずみの分布を Fig. 9(a)に示す．ひずみ

は，溶接線付近で最小になった．また，Fig. 9(b)に

は平板試験片に負荷された最大応力 584 MPaにおけ

るひずみ分布を示す．最大応力においても溶接部およ

びその近傍のひずみが相対的に小さかった．

Fig. 10 には，応力が 400，500，584 MPaにおける

x = 3.5 mmの Y方向のひずみを示す．図中の破線は

溶接線の位置を表している．応力が 400 MPa では，

母材部のひずみが大きく，溶接部のひずみは相対的に

小さかった．応力の増加にともない，溶接部にもひず

みが生じ，溶接線の 1mm程度内側でひずみが最小に

なった．また，ひずみは母材部から溶接線に向かって

小さくなり，溶接線から溶接部中心に向けて再び増加

に転じた．このように，溶接線近傍でひずみは複雑に

変化していて，DIC によってその変化をとらえるこ

とができた．

Fig. 10 に示したように，DICでは試験片表面のひ

ずみ分布を得ることができるため，ひずみの時間変化

を求めることで，任意の位置の応力−ひずみ曲線を得

ることができる．x = 3.5mmにおける溶接部中心(y =

0)，溶接線付近(y = 4 mm)および母材部(y = 22 mm)

の位置における応力−ひずみ曲線を Fig. 11(a)に示

す．破断した位置に近い y = 22 mm では，応力に対

してひずみが相対的に大きかった．それに対して，溶

接部中心と溶接線付近のひずみは相対的に小さく，破

断時のひずみはそれぞれ 0.30，0.19であった．Fig.

11(b)に示すように，得られた応力−ひずみ曲線か

ら，各部の 0.2%耐力が求まっていることがわかる．

しかし，試験片の最も強度の低い部分が引張強さに達

すると，くびれが生じて変形が集中するために，DIC

で全ての位置の引張強さを求めることは難しかった．

4. 考 察

4.1 応力−ひずみ曲線の比較

DIC により同定した平板試験片の破断位置に近い

母材部（x = 3.5 mm，y = 22 mm）における応力−ひ

ずみ曲線を Fig. 12(a)に示す．DICでは，0.67程度

の相対的に大きなひずみまで同定することができた．

図には，微小試験片（母材）の応力−ひずみ曲線も併

せて示した．試験は各 2回実施し，その平均の引張強

さは 600 MPa，破断伸びは 82%であった．微小試験

片（母材）の引張強さと差はあるものの，DIC によ

り同定された応力−ひずみ曲線は微小試験片（母材）

とよく対応していた．とくに，ひずみが 0.2以下で両

者はほぼ一致していた．この結果から，ヤング率を

195 GPa(15)として両者の 0.2%耐力を求めた．DIC に
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Fig. 11 Local stress-strain curves at weld metal,
fusion line and base material (x = 3.5mm).

Fig. 10 Axial local strain distribution at 400, 500 and
584 MPa (x = 3.5mm).



より同定した 0.2%耐力は 241 MPa であった．それ

に対して，2 本の微小試験片（母材）の 0.2%耐力は

それぞれ 239 MPa，265 MPa であった．DIC により

得られる 0.2%耐力は，単軸の引張試験から得られる

0.2%耐力とは異なる可能性があることに注意する必

要があるが，両者の差は小さかった．

Fig. 12(b)には，平板試験片の溶接部における応力

−ひずみ曲線を示す．DICでは，x = 3.5 mmにおけ

る y = 0, 2, 4 mmのひずみを求めた．図には，微小

試験片（溶接部）の応力−ひずみ曲線を併せて示し

た．微小試験片（溶接部）では，切り出し位置により

溶接部の形状が異なるため，応力−ひずみ曲線には違

いが見られた．2 本の微小試験片（溶接部）の平均の

最大応力は 585MPa，破断時の伸びは 57%であった．

DICで同定した溶接線に近い y = 4 mmの応力−ひず

み曲線が最も微小試験片の応力−ひずみ曲線に近くな

った．しかし，DIC により同定された応力−ひずみ

曲線と比べると，微小試験片（溶接部）の 0.2%耐力

は大きかった．DIC では，評点間距離が小さい局所

的なひずみが得られるのに対し，微小試験片（溶接

部）で得られるひずみは，評点間に含まれる溶接部の

形状に依存する．そのため，従来の伸び計を用いた引

張試験では，径の小さい微小な試験片を用いても溶接

部の応力−ひずみ曲線を取得するのは難しいようであ

る．

4.2 0.2%耐力と硬さの関係

DIC で同定した x = 3.5 mm における Y 方向の

0.2%耐力の分布を Fig. 13 に示す．図の横軸は，長

さ Yを溶接部中心から溶接線までの長さ YFLで正規化

して表している．図には，対応する位置におけるビッ
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Fig. 13 Distribution of 0.2% proof strength and
Vickers hardness.

Fig. 12 Comparison of stress-strain curve between flat
plate specimen and small specimen.

Fig. 14 Correlation between 0.2% proof strength and
Vickers hardness.



カース硬さの分布も併せて示した．0.2%耐力は溶接

線付近で最大になり，溶接部中心に向けて減少した．

また，溶接線から母材部に向かって距離が増加するに

つれて 0.2%耐力は減少した．溶接線付近の 0.2%耐

力は最大 391 MPa であり，DIC により得られた母材

の 0.2% 耐力 241 MPa の約 1.6 倍であった．また，

溶接部中心から溶接線までの長さの 5倍までは母材よ

りも 0.2%耐力が大きかった．このように，DICでは

溶接線近傍の特異な 0.2%耐力の分布を，高空間分解

能で連続的に捉えることができている．一方，硬さは

溶接部で相対的に大きくなり，溶接線から母材部に向

かって距離が増加するにつれて小さくなった．

0.2%耐力と硬さの関係を Fig. 14に示す．図には，

測定値を最小二乗法により近似した直線も示した．

0.2%耐力とビッカース硬さの間には，鋼種や圧延に

よる加工硬化に関係なく相関があることが報告されて

いる(8)．硬さの測定値にはばらつきがあるが，不均

質な材料の変形過程において同定された 0.2%耐力と

硬さの測定値にも相関が見られた．

4.3 DIC による局所応力の同定

溶接部およびその周辺の降伏応力は 240 MPaから

390MPaまで分布していて，Fig. 7に示したように，

破断後の試験片は不均一に変形した．このように強度

が不均一な材料では，降伏後の断面積が荷重軸方向に

対して均一でなくなる．そのため，材料強度を評価す

るためには公称応力では適切でない可能性がある．そ

こで，DIC により各断面における断面積の変化を推

定し，局所的な応力を同定することを試みた．

DIC による断面積の推定方法を Fig. 15 に示す．ま

ず，時刻 t において，X 軸に平行な直線上の X およ

びＹ方向のひずみε 
，ε 

を DICで求める．そして，

以下の式で求めたひずみの算術平均値を，Xおよび

Y方向の平均的なひずみε 
，ε 

とする．

ε =
∑ ε 



n
(1)

ε =
∑ ε 



n
(2)

nはひずみを同定する X軸に平行な直線の分割数で

あり，本研究では n = 101 とした．塑性変形中の体積

は一定と考えられるため，以下の式で奥行き方向のひ

ずみε を算出した．

ε =
1

1+ε 1+ε 
−1 (3)

そして，ε とε から式(4)で断面積 A(t, y)を推定し

た．

A=A1+ε 1+ε  (4)

最大応力の時点で，DICで推定した断面積と Y方

向位置の関係を Fig. 16 に示す．図には，試験片破断

後に測定した板厚および板幅から求めた断面積を併せ
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て示した．試験片が最大応力に到達した後は，変形が

くびれ部に集中するため，最大応力以降の荷重による

くびれ部以外の変形は相対的に小さいと考えられる．

溶接部の断面積は相対的に大きく，溶接部から母材部

分に向かって離れるにしたがって断面積は小さくなっ

た．DIC により推定された断面積は実測値に近く，y

= 15 mm以下の範囲では推定された断面積は 3%程度

の誤差範囲内で一致した．

DIC により推定された試験中の断面積の変化を

Fig. 17に示す．図の縦軸は，推定された断面積 A(t, y)

を試験前の断面積 A0で正規化した値で表した．Fig.

11で求めた y = 0, 4, 22 mmにおける 0.2%耐力は，

それぞれ 358，391，241 MPa であった．各部の応力

が 0.2% 耐力に到達した時点での断面積の減少率は

0.4%以下であり，断面積の変化が応力におよぼす影

響は無視できるほど小さかった．つまり，0.2%耐力

は Fig. 11 の公称応力−ひずみ曲線で十分に求まって

いることがわかる．

Fig. 18には，y = 0，4，22 mmにおいて推定され

た局所的な応力（真応力）とひずみの関係を示す．図

の縦軸は，荷重をその時刻における断面積 A(t, y)で除

した局所的な応力を表している．Fig. 11 に示したよ

うに，公称応力で表した最大応力は 584 MPa であっ

た．一方，局所応力で表すと最大応力は，y = 20 mm

で 1092 MPa，溶接部および溶接線近傍では，それぞ

れ 771，718 MPaに到達していることがわかった．

5. 結 言

本研究では，DIC により引張試験中の試験片表面

の変位分布を測定し，溶接部とその周囲の不均一な材

料強度分布を求めることを試みた．また，DIC で同

定された局所的な応力−ひずみ関係や 0.2%耐力分布

を，供試材から採取した微小試験片や硬さの測定結果

と比較した．得られた結果を以下に示す．

(1) DIC により溶接部周囲の変位分布およびひず

み分布を高空間分解能で連続的にとらえること

ができた．

(2) 微小試験片（母材）の応力−ひずみ曲線は，

DIC により得られた応力−ひずみ曲線とよく

対応した．一方，従来の伸び計を用いた引張試

験では，評点間に含まれる溶接部の形状により

同じ応力でもひずみが異なるため，微小な試験

片を用いても応力−ひずみ曲線を得ることは難

しかった．

(3) DICで求めた 0.2%耐力分布は硬さの分布と

同様の傾向を示した．また，溶接材についても

硬さと 0.2%耐力の間には相関関係があると考

えられた．

(4) DIC を用いることで，引張試験中の断面積の

変化を推定することができた．そして，溶接部

を含む不均一な材料の任意の位置の局所応力

（真応力）を推定することができた．
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